チャランケ通信　第36号　2013年10月28日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
　最近は、クライマックスシリーズを中心にプロ野球の話題を掲載させてもらったのだが、スポーツの問題でいえば、指導者が体罰を加えることによる被害が大きな問題になっていた。女子の柔道からはじまり、相撲界での体罰などアマチュアもプロフェッショナルの世界でも起きている現実に目を向ける必要がある。
　朝日新聞の「私の視点」、「スポーツと暴力　生徒は何も言えない」から、指導者は目をそらしてはならない
そうしたなかで、朝日新聞10月26日付のオピニオン欄に「私の視点」として「スポーツと暴力　生徒は何も言えない」という訴えが掲載されている。お兄さんが剣道部の部活で加えられた暴力や、猛暑の中、水も十分に飲むことが許されない中で熱中症の悪化により死に至った出来事を、自分も同じ剣道部に所属する中で加えられた暴行について、克明に記載されており、こんなにひどい仕打ちを受けたのか、と言う残酷さが読む者の胸に迫る。確かに、スポーツの世界では勝つことが優先され、そのために厳しい訓練が求められるのだろうが、それにしても残酷な仕打ちを受ければ死に至るような現実を知るにつけ、行き過ぎであることは言うまでもあるまい。これから東京オリンピックに向けメダル獲得の至上命題が打ち出されるのだろうが、あまりにも過酷なやり方には目をつむるわけにはいかない。勇気をもって新聞に問題を提起した工藤風音君の告発に、スポーツ指導者は謙虚に耳を傾けて欲しい。
日銀の支店長会議報告、地方経済はバブルに近いのではないか
さて、アベノミクスによる経済の動きに目を移したい。
定例の日銀全国支店長会議で、10月の地域経済報告(さくらリポート)をまとめた。全国9地域別の景気判断を7月の前回報告から引上げ、北海道は四国と共に2005年に同報告の公表を始めて以来、初めて「回復」の表現を使っている。具体的に北海道は、前回の「持ち直している」から「緩やかに回復しつつある」に判断を引き上げている。
北海道新聞の報道によれば、会議後に記者会見した曾我野秀彦札幌支店長は「北海道の景気は夏場以降、さらに強まっている」「観光は絶好調。百貨店では不要不急のモノも売れ、ディスカウントストアでは値段の高いモノの方が売れている状況だ」と述べたという。不要不急のモノも売れる状況が、果たして正常な経済と言えるのかどうか、ミニバブルの様相を呈しているのではなかろうか。異次元の金融緩和と震災復興だけでなく公共事業のバラマキも加わり、そのうえ来年4月からの消費税引き上げの前の「駆け込み需要」も加わっているわけで、これ以上ない需要刺激策が現実化しているのだと言えよう。
財政支出の拡大は需要の先食い、金融緩和は所得の先食いだ
問題は、このような一時的な需要拡大が途切れた時であり、その反動がどのような悪影響をもたらすのか、と言うことだろう。あるエコノミストが指摘するように、財政支出は需要の先食いであり、金融緩和は所得の先食いにほかならず、何時かはその行き過ぎが日本経済に逆流となって押し寄せてくることは間違いないわけで、日銀のさくらレポートはその時が間近になって迫ってきていることを教えてくれているのではなかろうか。
消費者物価は上昇へ、為替の円安効果は持続しない。
　やはり、賃上げとイノベーション、更には独占的価格支配力を
一方、９月の消費者物価指数が発表され、対前年比で1,1％と4か月連続でプラスとなり、生鮮食料品を除く消費者物価は0,7％、それにプラスしてエネルギーを除いた指数もようやくマイナスから横ばいになったようだ。甘利経済再生相は「デフレ脱却は8合目の半ばに至った」と甘い評価をしたようだが、問題はここからなのだ。物価上昇の一番の要因は為替の円安効果で、今年の秋の為替相場が90円台半ばで一年前に比べ横ばいのままであればやがて効果が無くなり、100円台～120円台へとさらなる円安の進展があれば物価も上昇するだろうが、それでは海外に日本の所得が流出するだけでしかない。やはり、イノベーションによる生産性向上と賃金の引き上げが続かなければ本格的なデフレからの脱却とは言えないわけで、設備投資や賃上げの動きがどうなるのかに焦点は移る。
連合の皆さん、1%の賃上げでは実質賃金の引き下げになりますぞ
その賃上げについて、10月17日に開催された政労使の懇談会で、安倍総理は経済界に対して賃上げをするよう求めたのだが、経済界が全面的に賃上げに応じる雰囲気は弱そうで、一部の好調な大企業だけがわずかな賃上げでお茶を濁しそうだ。問題は、労働組合の方ではないだろうか。連合は来年度の春闘に向けて、定期昇給以外にベースアップとして1%の引き上げを要求していくのだと報道されている。定期昇給は賃上げではないから、実質的な賃上げは1％足らずの要求になる。消費税の引き上げが3％で、その物価上昇への跳ね返りが約7割とみて2％物価がそれだけで上昇するのだ。そうなれば、1％の引き上げでは実質賃金の確保すらできないわけで、デフレ経済へと舞い戻ってしまう。少なくとも3％以上の賃上げを勝ち取らねば、生活水準の維持向上と共に、デフレからの脱却は出来なくなるわけで、要求＝満額回答としても3％以上の要求が必要になっている。
連合は、もう一度春闘での戦いに全力を挙げて欲しい。と同時に、経済界は賃上げ分を価格に転嫁していかなければデフレからの脱却も実現できないわけで、価格に転嫁しても国際競争で勝負できるような価格支配力を持てる分野をイノベーションによって作り上げて欲しい。ドイツなどは、輸出競争力は価格ではなく、品質に裏打ちされたブランド力で勝負できているようだ。日本も、ドイツに負けない力を国債市場において作り上げていく以外にない。それこそが、経営者の腕の見せどころではないのか。
アメリカのデフォルト突入への危機、世界はG1からG0になるか
さて、目を国際社会に転じてみると、アメリカの凋落が気になる。10月17日、アメリカの上院と下院のねじれにより、10月1日からの予算執行ができなくなり、17日を過ぎればアメリカ国債がデフォルトしてしまう直前にまで至ったのだ。幸い、デフォルトに至る直前に妥協が成立し、予算の壁は3か月先まで先送りされている。特に、今回の予算の壁の問題の背景にはオバマケアと呼ばれる国民皆保険制度の導入に反対する共和党の強硬派があり、彼らの選挙基盤は小選挙区制の地域割りが自分たちに有利になるよう「ゲリマンダー」を進めてきたのだ。それゆえ、共和党が民主党に勝てるだけに、勢い共和党内の予備選挙に勝てるかどうかが最大の問題になる。予備選挙では、共和党内の争いになるわけで、ティーパーティのような強硬派が有利になると言われ、これまで民主党と融和的だった共和党の大物議員が、軒並みティーパーティ陣営からの攻撃で、予備選で敗退するという「番狂わせ」が起きているのだ。それだけに、民主党との妥協をすることに対する批判が強くなってきており、次の予算の壁や財政の壁に直面したとき、本当にデフォルトの危険性が現実のものになりかねないのだ。
メルケル首相の携帯電話を盗聴、フランスも大量な情報漏洩
このような事態は、とても世界の覇権国家の体を為していないわけで、G0と言われる世界へと転換しつつあるのかもしれない。次々に明らかになる機密漏洩スキャンダルが発覚し始め、最近ではメルケルドイツ首相の携帯電話が盗聴されていたことが明らかになったし、フランスでも国内で7000件以上の通話やメールがアメリカ情報機関によって傍受されていたとして米国に抗議するなど、アメリカに対する秘密情報活動に反発・非難する動きが世界的に強まっている。背後には、ロシアに亡命したスノーデン元CIA職員が暴露した情報によるものとなっており、今後の展開いかんでは世界の国々のリーダーたちの情報が傍受されていたのかもしれないのだ。
菅官房長官「日本は大丈夫」発言、特定秘密保護法案と国家安全保障会議設置法案との関係に注目せよ
日本の安倍総理は大丈夫なのか、と言う記者の質問に対して、菅官房長官は「安倍首相の携帯電話は盗聴されていない」と断言したようだが、そう言い切るだけの情報調査能力を日本の情報機関が持っているのだろうか。菅長官が否定せざるを得ない理由として、安倍内閣が今国会に最重要法案として提出した「特定秘密保護法案」と「国家安全保障会議(日本版NSC)設置法案」がある。国家機密・危機管理の一元管理を目指す両法案は「独立国として当然の体制整備」と言う国内事情を強調するが、実際は「同盟国(米国)との情報共有、危機管理体制の連携」をめざすところにあるのではないか。米国からの情報を受け取るには、それなりの機密保護の体制、法制化を日本側が整備しなければ、情報提供が得られない、と言うのが本音なのかもしれない。
とはいえ、両法案が成立したら、米国は重要な情報を日本側に提供してくれるかどうか、極めて怪しい。というのも、NATO加盟国であるドイツやフランスにたいしても傍受を行っていた米国が、日本にそうした情報を提供してくれると見るのは甘いと言わざるを得ない。むしろ、日本が入手した情報を米国側に提供する方に力点があるのではないか。その為の機密管理強化ではなかろうか。(この項は「メデイァウオッチ100」第400号2013年10月25日発刊の今西光男論文「独仏が批判した『米英の情報体制』の深淵」から情報を得ている)
今後の国会における論戦を通じて、そのあたりの解明をしっかりと進めて欲しいものだ。もちろん、国民の知る権利やマスコミの方たちへの過剰な規制強化にならないよう、廃止も含めて論議して欲しい。
1

